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所 得 分 配 の 平 等 と そ の 評 価

川 又 邦 維

序

所得分配の乎等が資源配分め効率性とならんで経済厚生のもっとも重要な規定要因であり，経済 

政策の大きな目標であることは，いまさら多言を要さない。 ピグー〔13：! がこの二つの厚生基準を 

提示して以来 , 経済学者は時には過大と思われる労力を効率的資源配分の分析に注ぎ， いわゆる

『厚生経済学の基本定理』をはじめとする多くの興味深い命題を導くことに成功した。そこでは古 

典学派以来の価格機構の効率性の思想は， 密な定理として定式化され論証されるとともに，その 

意義と限界が明確に把握されるに至ったのである。そのk 論体系こそはまさに現代厚生経済学の理 

論的な支柱をなすものであり，経済政策のきわめて多くの部分がそれによって正当化が試みられて 

いるといって過言でない。しかし経済厚生のもう一つの規定要因である所得分配の平等ないしは公 

正の問題に関しては，それに対比される規模と精滅度とを具えた理論は見いだすことがでキないと 

いうのが現状である。

いう..までもなく所得分配の問題についての最大の困難の一つは，効率性の場合におけるパレート 

有効性（最適性）のような’比較的合意がえやすく，力、つ有効な価値基準あるいは指標を見いだし動れ'、 

点にある。そのために多くの場合，ある状態が他の状態に比べてより公平であるか否かについて意 

見の一致をみることができないのである。しかし当面の分析の目的いかんによっては，必ずしもあ 

らゆる資源配分の比較を可能にするバーグソン流の社会的厚生関数を導入する必要はないし,たと 

えそれを用いるとしても，その具体的な形に依存しない（その意味で弱い）仮定に基づいて分配問題 

についてかなり有意義な発"i•をなしうる場合がある。

突際，本稿の前半においては分配間題について（腸ま的に社会的厚生関数を;Tiいずに主張される）比 

較的合意をえやすいと思われるいくつかの伽値基準が導入され，それらの間の関係’が明らかにされ, 
それと雨立しうる社会的厚生開数がかなりの自由度をもちうるととが示される。つづいて後半では 

ジニ-*係数を中心とする不平等度（不; 等度）の指標の性質がさまざまな観点から考察される。
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ここでの譲論は，バレート〔15〕，ジニー〔 9 〕，ローレンツ〔13〕， リッチ〔18〕，ダルトン〔5 〕: 
らによる不平等度の尺度についての先駆的W究にもとづき, とりわけアトキンソン〔1 〕，ダスグプ 

タニセンニスターレ.ット.〔6 〕，. ロスチャイルドニスティグリッツ〔19〕i ' セ ン 〔22, 23〕らによって 

発展された理論を踏襲するものであり，主として各人の所得の分配のみが考察され，それがどのよ 

うな機構をつうじてどんな方法で達成されるか（されるべきか）は分析の枠外におかれている。 ますこ 

所得以外の要因たとえば余股（労働時間）や資産の分配，そして所得分配の間題と本来不可分な関係

にある生産の問題もまったく捨象されている。これらの残された論点については最後の節で簡単に
( 1)

ふれられている。

最適所得分配の基準

いまM人の個人からなる経済を考え，第 / 個人の（貨幣）所得を : で示すと，所得分配の状態は 

ニ （- r i , … … ， のようにあらわすことができる。それと同じ総所得（各個入の所得の総和)を 

もつもう一つの可能な分i s の 状 態 を ニ （3，1 , J n ) で示せぱ

U  A：i ニ！] y t
か成り立つ。 ここでX とッのいず.れが望まL いと半ij断するかについて，いくつかの価値基準を導入 

することができる。

バーグソンニサミュュルソン流の伝統的な接近方法は，あらゆろ所得分配（いまの場合は総所得が 

一定の場合に服定してもよい）について適当な条件をそなえた一つの社会的厚生関数 

W ：̂ W M
が定義できると考える立場をとる。この場合には， -rとグとの度し恶しはこの関数の値の大小によ 

って判定される。ま た 総 所 得 が 一 定 に 与 え ら れ れ ば （より一般に化産を含む経済においても）， 

「最適」な所得分配はその制約の下でTゲ( ズ）を最大にする;t を求めることによって形式;的には完 

全に決定される。しかしなぜズの方がツより好ましいのか，すなわちどのような場合にA；の社会的' ' . .  J- . ■
生開数の値が；̂のそれより高いのかについて，もうすこし掘り下げて考えることもできよう0

われわれは-^定の総所得の分配の問題を-考えているから，これは通常のパレード有効性の基準に 

よっては一 般̂に制定することができない。じっさい伝統的な厚生経済学はそれ以外の価値基準を導

法（1 ) 所fS/分の平等とは何かについて，本稿で論じえなかゥ:fcいくつかの卯Iル 深 、論ぶが，フリードマン〔8〕の第W ?ざ 

に扱われている。かつて千fill，福岡両教授の大学院の共同セミナーにおいで绝者が報くを担当したtl̂ io章をめぐる射論 

が, 木搞作成の-^つの迪旧となっている。 ..
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所得分ねの平等とその評価

入することを0 避してきた面もあぅた。しかし义と:Vとがある特別な関係にあるならぱ，われわれ 

はバレートの基準で判定きない場合にも適用可能なかなり合意をえやすい価値基準を見いだずこと 

ができると考える。以下でそのいくつかを導入するが，これらは総所得が一^定である場合の分配に 

つ い て （任意のニつの対象の比較を許してはいないが，反射律と推移 {̂1を满たすという意味で） ある弱順序 

を定めるものである0 .これらの価値基準はまったく同等のものであり，しかもそれらの順序づけを 

さらに拡張することは，ある意味で困難であることを示すととができる。

(L) ローレンツ曲線による判定

ある所得分配の状態ズに対応するローレンツ曲線がツのそれに比べてつねに上方にあるとき（ロ 

一レンツ曲線の定義については第21：節を参照のこと），すなわち一触性を失うことなく

ズ Xz^  ^  Xnf . . .
グ1 ' タ2^*'•，… ^ y n  

であるものとし

■^1+........ + ズんきタ1 +  … + タ ん （々 ニ1 , … , n 一1 )
れ= ク1+ … +  タ71

.が成立するとき，ズゆツ以上に望ましい所得タであるとするものである。’ズにおいてがツにおけ 

るより，より多くの所得が戚所得者に■低所得J をどの水，によって定義しても! ) 与えられていると 

か b 意まで公平であると見なす立場である。最小の満足（所得）をうる個人の満足を可能な限り高 

.めるのがよいというのがロールズ〔17〕の基準であるとすれば，上の価値基準は基本理念において 

それと同一のものであると考えることができる。

(ア)富者から貧者への所得移転による判定

ある個人からより所得の低い（resp .高い）個人へ正の所得移'転を有限回（ゼロも含む）行うこと 

忙 よ っ て か ら ズ （re sp .タからズ）が到達可能であるとき， A：は以上に望ましい分配であると判 

'定する。ここである個人/び 、らより所得の低い個人；へ / > 0 だけの所得移転によって-rからA：/に 

:なるとは，形式的にはその成分の間に

( i )  x^j—x j+ t  '

ズへニ Xh—t
O S t く -モ ジ

:か つ ( i i ) .ズ/ f  ニズf ( /= ¥ / ,  k y  ,
，という関係が成立することを意味する.ものとする（この場合にはX' k l x '  j でもあることに注意)。

. このように所得を富者からより所得の低い個人に够転するこどによつて経済厚生が増大するとい

—~ ■ 6 9 (^ 9 5 )——



r三旧学会雑誌 J 70巻 2 号 （1977ザ-4 月）

う考えは，ピグー〔16〕によって主張されたものであり，この意味で不乎等度を何らかの指標で表 

現する場合には，このような移転によってその値は低下しなくてはならないと考えられる。 これを 

ピグー二ダルトンの基準という。この点については，また後にふれることがある。'

〔WOすべての平等主義者の評価が一致する場合の判定 '
いま各所得分配ズに対して選!(字の大きさ（実数）を対応させる連続微分可能で単調増加な一*つの、 

評価関数（社会的厚生開数） が定まるものとしよう。そして

( i ) (対称性） ズの成分の順序を入れかえたもの（置換）の任意の一つを: とするとき，つね}̂ と

W ix ) = ^ W ( i x O
となり，しかも

( 2 )00 ( シ ュ ル の 条件）

を満たすときは平參主義を反映するということにしよう。後述のように(ii)の条件は必‘ 
ずしも徵分可能性を仮定しない場合にも表现することができる

(りの対象性の条件は各個人を同等に評価するということの数学的表現である。また{ii)の条件はた 

とえぱズ* > ズ/ であれば一! ^ さ- ! " ^ であること， つまり所得の高い個人につ い て ほど所得一 

単位の増加のもたらす社会的評値が小さい（大きくない）ことを意味している。

この意味での平等主義を反映するすべてのWM'r:つ い て と な る と 身 ，ズは/ より，
. .  -

も望ましいと判断するのはかなりの説得性をもつものであろう。

所得分配の評価についての基本命題

前節の三つの基準によって順序づけられる所得分配の全体はすべての可能な所得分配ののほん 

の一部に過ぎない。 しかし，これらの三つの基準による判定が互いに同値であり，その順序をさら. 
に拡張することはある自然な限定の下では不可能であることを示すことができることは，はなぱだ: 
興味深い。

以下では（ん）の意味でズのローレンツ曲線がタのそれの上方にあることを 

x L y ,  ’
0 0 の意味で，富者から貧者への有限0 の所得移転によってタからズが;^ら れ る こ と を ,
. x T y ,

注（2 ) この条件はシュール1；21〕において考察されたものである。

-~~- 70(7Pf?)
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所得分配の平等とその評価

( ^ 0 の意味で^^ぺての平等主義を反映する社会的厚生関数1̂ に つ い て と な る こ と  

を

x W y
と記すことにする。このとき次の定理が成立する。

定理 1 : ローレンツ曲線による判定（ズL_y),富者から貧者への所得移転による判定0 7 \ y )  
および平等-主義を反映するすべての社会的厚生関数の評価の一致による判定（ズ の 三  

つは互いfe同値である。 ，

この定理の証明は（イ）A：iLツ ズ 7 > ,  (ロ) .A：ムツ<=ネズを示すことによって完了する。これら

のIE明は, いずれも必ずしも容易でないが， （イ）の証明にはハ"ディ  >-=リットルウッド= ポリア 
C 4 )

〔10〕にある結果がそのまま使用できる。

(ロ)の証明と（H 0の中のシュ 一ルの条件の一般化を行うためには以下しぱらく予備的考察が必要で 

ある。 くわしい説明を必要とされない読者は，本節の証明の部分はとぱして進んでもよい。

一般にMX"次の赤負正方行列は，その行和と‘列和がすべて1 であるとき，すなわちすべての成 

分が 1 である" 次ベクトルを1 とするとき 

P 1  ニ 1 P'l ニ 1

が成i するならぱ，それを双ま率行列 (bistchastic m a tr ix )ということにする。

いま/ ) を実数の区間とし， でそのW個の直積をあらわすことにする。もしの《で定參された実 

数値関数/ が，す べ て の と す ぺ て の "次 の 双 確 率 行 列 に つ い て

/CP ズ）̂ /(aO
となるとき/ をシュール〔21〕の名を用いてS -  IH]関数ということにしよう。とのときつぎの補助 

定理が主張できる。

補助定理1 :開領 域 が において微分可能で^対称な関数/  J が が ，S-1H ]関数である 

ための必要条件は，すぺてののれについてシュールの条件

C x i - x  ベ ー も - ン  0

が成立することである。

この命題は，オストウスキー〔14〕によるもので，そのIE明の一 つ̂は, ベルジュ〔3 〕2 2 4頁に

注 (.3 ) ，この♦題はアトキン'ソン〔1 〕，ダスグプタニセンニス タ ー レッ ト〔6 ), ロスチヤイレドニスティブグ 1> ヴ ツ 〔19〕 , ’
セ ン 〔23〕らによって薄かれた結果を総合し，多少の改良を加えたものである。

( 4 ) 同書47-48貝;を参照。なおロスチャイルド=スチィグリ 'ッッ〔I9〕のigi頁U)の証明は X ( J i ) > L Yを保諷しないので 

不完全である。たとえぱ义=(5,10,11,13) (5, 6,14,1 4 )としてみよ♦

— ~ - T \ ( 197^ '… ，'，，，-**



' r三旧学会雑誌j 70卷 2 号 （19?7年4 月） '■
(S - 凸関数の場合について）与えられている。

この補助定理にしたがえば，われわれがさきにひのとしてぽげた条件のうち(ii)のシュールの条件

を

o r  I V は S-  [HI開数である 

と書くことによって(W0はが微分可能でない場合についても適用可能となることが知られる。

さて /̂̂ を樊数の集合/^の上で定義された旧関数とし，

/■(ズ）ニ?K  ズ1 ) + .........
と.おけぱ, 容易に示されるようにパ:V )はぶ- IH]開数となる。したがって(ロ)の証明のためには，つ 

ぎの‘二つの補助定理を示せば十分である。

補助定理  2  ニ（ユ' 1 , .......... , A*n)， ニ（_3^1,......... , ツ《) は

X i ^  - T 2 ^ ..... ^  X n

y t ^ y 2 ^  ^ y n  '
を満たす" 次元ペグトルであるとき，つぎの条件は同値である。

(i) x = P y となる双確率行列P が存在する •,
( i i ) 実数の集合で定義された任意の1111■数 0 について

0 ( ズ1 ) + パズ?）+ ........+ 0 (ズ n ) ^ 0 ( y ；l)+ iK > > 2 )  +  … .，̂+ ^ i y n )
(iii) -̂ 1 +-^^2+•*••'•+  3^1+  JV2 + .........+  _Vn (/^=*=1,2 , … …，71—V)

X i - ^ X z - h ........+  ズ 7i ニグ1 + タ2+".-"  +  グれ
補助定理 3  A：ニO i ,  , ズ„ ) , グニ（タ1 , ........., ツれ）は ,

 ^Xn
タ1さタ2さ.….' ^ y n

\

を満たす" 次元のべクトルであって，ある双確率行列P について > ■
X = P  y

が成立するものとする。そのとき任意の取調増加であるS- IMj関数/について  .

となる。

補助定理2 はハ -■ディニリタトルウッドニポリヤ〔10〕によるものであり,とくに基本的なステッ 

プである则= > 0 りの誠明は，カラマタ〔12；) によって与えられた。この補助定理についての簡潔な 

賊明はベ：/レジュ〔3 〕183-187真にある。また補助定理3 については，ベルジa 〔3 〕225買を参照 

されたい。 . . (定理の躯明終り〉
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所得分配の平等とその評飾

つぎに補助定理2 の{ii> ニニHii)の対隅を考慮することによってつぎの命題が成立することがわかる。

定 理 な と  のロ ~ レンツ曲線か交わる場合（ズA yでもタムでもない場合） には兰つ の

[11]関数 *̂̂  ^̂ ヵ^̂ 在して

み:も) +0 0 2 )4 .....+ 0 0 „)>がタ1)+^^ツ2) + ....... +̂ (>>n)
^K ^1)+0(>2) + ......+ 0 0 * « ) < 0 (ツ1)+ ^ ^ツ2) +  +^K^jO

となる6

■もし必要ならぱおよび 4>に適当な線型関数を加えることができるから，それらはいずれも正の 

値をとり，単調増加なM関数であると考えてよい。したがってそれらを個人の所得の評価関数（効 

n m m とみなをぱ，乂とツの二つのう'^いずれを望ましいと判定するかは評価関数についての個 

別の性質に後存することになる。この意味でロ' - レソツ曲線が交わる場合については所得分配の良 

し悪し^ ついて先騎的な判定を下すことはできないといえる。さきに定理1 の三つのS 準にもづく 

順序をさらに拡張することが困難であると述べたのはこのためである。 '

次節でな所得の不平等度（不均等度）についての指標を導入する。 それらはすべての所得分配の 

状態について（とくにローレンッ仙線が交わる場合についても）定義されているから，一定額の総所得 

を分配した場合の不平等度が減少したとい力ても，すべての平等主義を反映した社会的厚生関数の 

値 が （定理2 におけるように各人の効用の和の形で書けるものに限定しても）増加することを意味するも 

のではない。 - ’

四所得の不平等度の測定  - , -

「W人の個人からなる経済を考え，，第厂個人の所得を•y*ひ’ニ1，……，め とし, それらの'（相 

加）乎均を

H  y i ln
■ \ ■ •

で記す時，所得の分布の不平度（不均等'庇) を示す指標としていくつかのものが考えられ る̂。

そのような指標の任意の一つを> ニ（ツ1,,…，タ《) の関数としてん（ツ）と記すとき， / « ( : 0 は 

その関数形の単調さ，連続性，計算の簡使さぎに加えて，しばしばつぎのような条件を満たすこと 

が望そ し い と考えられる（これらの条件はチャンパーノ ン C4〕の桌f tとはほ*同じものである）o

ん G O は，任意のゼロでないW次元の非資ぺクトルツについて定義されており， 0 と 1 との

•----- - 73(^199^ ——
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間をとる/
(ii) y - ( j i ,  /O の時は / n ( y )ニ0，

タニ （0 , ‘. . 0 , f i l l ) の時は / n ( > 0 = l

(すくなくとも《が十分大きい時には1に近づく） となり， その以外のタについては0くんGO 
< 1 となる。

( i i i ) (対称性）タの成分の順序を任意に入れかえたもの（置換）をタ' とする時，/« G 0 ニ/ « ( y )  
となる。 • •

( i v ) ( 同次性）任意の正の数ぬこついて / n ( « プ) ( が）となる.
( v ) (擦本数からの独立性）任意の正の整数Wについて /«C y )= /« « C v , ..‘，♦，，3 0 となる。 

f v i ) ( ピグー=̂ ダルトンの基準）任意の個人；から，より所得の高い個人ゐへの所得の移転は，

不平等度を高める。また逆の移転は（個人々の移転後の所得が個人ゾの移転後の所得より大であを

限り）不平等度を低める◊ たとえば，タニ（グ1 , ……， 《> 0 とし, ツの第；成分をカーら

第 々 成 分 を で 置 き 換 え ，その他の成分を不変としたベクトルをダとする時ん(力

< / „ ( y ) となる。またグプーグifc< 2{< oの場合には，/« ( > 0 > ん 0 0 となる。

なお上の条件で不平等度を高める（r e s p .低める）を低めない ( r e s p .高めない） とすれぱこれよ!>

やや弱い基準がえられる。

■ '■ • . ■, 
たとえぱ，分散を

t c y i - f ^ yV  ^ ----- ------n
で示す時，变動係数 

y 女(イ）

は，軸，(iv), (v), (vOを満たすが， （り，(ii) を満たさない◊ 卖際邮および(iv), {v}を満たすことは明らか 

であり，（vDについては，さ き に 定 義 し た ダ に つ い て

Z] (_y'{- / ^)2- . - / 0 忍

ニ [ ( タ 广 レ / (タ J t + レ / 0 2] -  [ ( タ 广 - め 2〕

であることより知られるV また川，01)を満たさないことは，

タニ（0, 0."0, »；«)
の時のCの 値 が 冗 と な る こ と か ら 明 ら か で あ る 。

 --- -マ4(.200) — 一
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’ 所得分配の平ぎとその評肺 

■ •'
これらの基準のすべてを満たすものの例の一 つ̂ は ， 相加平均/ ^と相乗平均どの差の/«に対する比 

率 .
( ロ） / ? = ' ‘ "

によって与えられる。実際 / ? が(i){ii)を满たすことは，相加平均および相乗平均につぃての著名な性

質であり（たとえぱ，ハーディ = リットルウタド= ポリプ〔10〕，あるいは，ぺッケンバツハ = ベル マン 〔2 〕を

見よ），その他の条件を満たすことは明らかである。

この指標の欠陥は，不平參度としての意味づけが必ずしも容易でなぃのと，ツの成分のどれか一* 

つをゼロに近づけると他の成分がどのような水準に固定されてぃても1 に近ぃ値を与えることであ 

る。

前掲の条件のすべてを満たす尺度の中で，不平等の指標としてよく知られたものにロ-^レンツ曲 

線を用ぃて定義されたジュー係数がある。 これにつぃては経済厚生との開連で定義された指標のぃ 

くつがとともに以下にやや詳しぃ説明を与えることにしよう。また （前掲の条件の必ずしもすべてを满 

たすとは限らなぃが)，その他の所得め不平等度の指標（パレート係数, タ イ ル のエントロピー尺度〔24〕） 
とその性質につぃては，セ ン 〔ね〕およびチ ャ ン パ ー ノン〔4 〕などを参照されたぃ。

なお後述のようにジニ‘係数は

(vii) (IH1性）乂とツとの平均が等しぃなら，す べ て の び < 1 につぃて 

ん（(1—び)ズ +  びカ^  (1 一《) /n (X H .び/ 71 ( JV)
を満たすことが示される。（iV)同次性の仮定の下では{^ゆは明らかに 

(#  ( 劣加法性）ズとツとの平均がきしぃなら

/ n hex')  +  InCy')
と同値である。

な お 邮 と （v ii)の下では / „ は S  — [HI性を満たす（ペルジュ〔3 〕2 2 0 K )ので（Vi) の弱ぃ方の条 

件を満たすことが知られる。

五 ジ ニ ー 係 数 に つ ぃ て

.園 '' , ’ . . '
所得分配の不平等度の重要な尺度の一っにジュ- 係数がぁる◊ 文献ではその定義はまちまちでぁ 

るが，その代表的なものの一 つ に ローレンツ曲線を用ぃる方法がある,。ぃま個人/の所得をタズ 

1 , …，め と し ，一般性を失うことなく ’
0 ^ タ タ 2^ …' タn,

と想定する。 ロ-*レンツ曲線とは，個人の所得を低ぃ方から順だ：ならべた時, 第 H k - 1 , 2, -V
—— % ( 2 0 t )

ii
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> 0 までの個人が人口において社会に占める割合k i n に所得において社会に占める割合

k ''Hyt  ,

( パは所得の平均）を対応させたものである。ただし /*;が整数でない場合には，その前後の盤数の

所得の制合 .

時 の 点 （1 より小さな正の数の場合は原点と1 の時の点） を結んで近似するものとする。第 1 図では簡 

単のためにその関係をなめらかな曲線として描いてある。

ローレンツ曲線は一般にO P E で示されるように右上りで線分0 E の下方にある曲線.となる。 

また所得の割合が^ である点における曲線の（左方の）傾斜は，JVfc/パであるから右にいくほど傾斜 

は 大 （ローレンツ曲線は下に‘凸） であり，その傾斜が1 のところは平均所得を示すことがわかる。ま 

た容易に知られるように，すべてのが等しい完全平參の場合には，ローレンツ曲線はひ£に一致 

し，個人?!がすべての所得を得ている完全不平等の場合には（" が十分大きい時には)， 0 と座標（1, 
0 ) の点およびO E を結ぶ線分によって近似される。後者の場合には斜線部の面積は% と考えて 

よいから，その2 倍すなわち

ニ 4 5 • '線とローレンツ曲線の間の面積の2 倍 

をもって不平等度を定義すをことはHi然である。 これがジニ -r係 数 とよばれるものである。

つぎにこれとは外見上異なるいくつかの不平等度の尺度を定義しよう。以下ではタダズ= 1 , … ，n) 
は小さなものかち順にならんでいるもめと仮定し， で平均所得を示すものとする。

ニ 力  S I  ツ{一 _^プ | , ‘ ,
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所得分配の平等とその評価

はすべての二人の間の所得の差の絶対値I — ツプI , と平均所得の2 倍との比の平均をボすもの'!^'あ 

り，しばしばジニー係数の定義として用いられることがある。つぎに
■ • k •

ニ 1 一'^レ さ S m i n  O ' , タ/)  . ,

はすべての二人の間の所得のうち，小さい値と平均所得との比の平均を1 から引いたものである。 

また •
1

ら县ニ̂ ^ ^ シ妙れ+ リ义ー1 ) タ" '1 +  • ‘ +  *̂ 1"̂ 一びグ1 +  (タ’ ー1 )プ2 + … れ）J

ニ！̂ [ ( "一  1 )ツ" +  (だ 一 3 )タ +  …"("一  3 ) グ2 — - 1 )プ1]

は，最大所得と最小所得の差JV«— ツ1 に （M—1 ) つぎに差の大きV、一 組̂の^̂)?得 の 差 jV«-i —3’2 に 

(な一3 ) という具合にゥ0：イトをつけて加え，それと平均所得との比を用いて定義したものであるo_ 
驚者はこのま現がこれまで文献に表われた例を知らないが，後に示すようにとれはジニ— 係数を与 

えるから数値計算にも便利である。.これとやや類似した表現

1 ゥ .
G gニ 1 + 百  一'•^2'7^け! ア1 + リス一1 )ツ2 + … + ，_yn] '

は以下に示すようにと関係を知るの fc都合がよい。

さて第1 図の斜線の部分の面積が

ト 誤 ザ )
(のように各ゐについて，横が高さが上式のかっこの中で示されるような" 個の；方形の和）に等しいと 

見なせぱ（" が十分大きく曲線がなめらか（精分可能）な場合には, 誤差は事ま上無視しうる大きさとなる）,. 
さきの五つの不平參度の指標はすべて等しいことを諷明することができる。

定理 3 Gt,  G 2, G3, G4, G s .はすべて等しい値を与える。 したがって，このうちの任意の 

—*つによってジニー係数を定義することができる。

証 明 ニ  <?s ニ G3 =  G2, Ga ニ 6*4を左の等式から順に示すことにする0 

( i ) Gi~Gs
A  ニ 2/1

k\ - n \ i i "  nil }

お か ™ま a s タ‘
TK203)
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ニ 1 + 一 7 }テ + ("一 1 ) >^2+… +  *>̂ «〕

この右辺は，G s に等しい 0

(ii) G gニGa
：Vの成分が小さな順にならんでいることから 

Z1 I ]  m i n  Cyu y j)
= (2w—l ) ツj + (2" —3)>»2+…+  «Vn '
ニ2 [ ,ぴ1 + ( " — 1 )  h yn]  — fi^

である。し た が っ て =  が成立することは明らかである "
(iii) G3=Gz *

I y t - y j  l^CVi + y j ) - 2  m in  O h  yj)
から容易に導かれる。 、

(iv) G2=Gs
(1) の仮定より .

LI m i n  <̂ yu yj)
. . ，- 、

=  "(>y；t+'*. +  ：yn) — [(2 " —l ) J l+ ( 2 " —3)3>2H----- l-^n]
ニ（"一  — 3)_y„一  1 +  … ー（"一  3 ) j ；2 — （"一  1 )ツ1

である。 この両辺を都 で割ることによって，求める関係が導かれる。

（定理の証p H )

G4 (あるいはG O より，ジニー係数がビグ-* = タルトンの基 準 （前節の(Yi>)を満たすことは明らか 

である。またその他の基準（前節のU)—(V)および诚>满）を満たすことは <̂ 2 より明らかである。

六不平等度と経済厚生  /  ■

ジニー係数その他第四節で考察した不平等鹿の指標は，現実の経济厚生を適切に評価するように 

定義されたものではない。 しかし特定の社会的厚生関数が与えられれば， それを反映するような 

(不)平等度の指標を考えることができる。 ,

各人の所得の効用関数をひで示すとき， \

S  U i y O  
D  一nUQS)

は, ダルトンの所得平等度の指標（1一のは不平等度の指標）として知られるもので， 

' ~ — 78(.タ<?</) ~~—
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所得分配の乎等とその評価 .
び > 0 , ひ/ > 0 ,  U ひくQ の仮定の下では，

となることが容易に知られる。

ダルトンの义度は効用指標についての正の線型交換によっても変化しうるとい 5 難点をもつが， 

その難点を回避したものにつぎに述べろアトキンソン[ 1] の尺度がある。

まずタ = ( タ1 , … ，V r dが与られたとき

の意味で平均の満足を与える所得をメ 8 とすれば， がさきと同じ仮定を満たすIH]関数である場合 

には ■
0 さッe' パ

となる。 したがってアトキンソの尺度を 

A = l — yelfi 
によって定義すれぱ 

• 0^ A <1
となるととが知られる。

この指標の定義に用いられたr厚生関数J は各人の効用関数の和であったが，これを一般化して 

厚生関数を

とし, が単調増加で擬IHIかつ対称な関数であるとしても， 3； ニ（ツ1 , …，タ„ ) が与えられた^き 

W C y e , …，y e ) ~ W ( y u  y n )
によって jVeを定義すると 

O ^ y e S M
となる。 これを用いて

S = l - ~ y e j f t
としたの力’、, セ ン 〔23〕の不平等尺度である。 ■ .
とのセン指標ときわめて密接な関係にあるが，必ずしも P F O Oの対称性を必耍としない不平等 

度の指標を， ドプリュ- * 〔7 〕ヵ淮源の不効率度を測定するのに用いた考えにしたがって，つぎの 

ように定義することができる。まずタが与えられたとき

《ニキ i ニ 'I

7 9 (2 0 6 )  —~ ~
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を满すとす3，' め 中 で を 最 大 に す る も の の •一つをタとする。そして ■

ニ W ぴ）

によって /eを定義すると，最大値の定義からん^ 1 となるので

S * ニ1 - [

によって不平等度を定義することができる。この尺度がi の選び方から独立であることは， k の定 

義式から明らかである。 .
•S *がある意味でぶの一般化モ、あることは，つぎの命題によって示されている。

命題 2 が相似的（homothetic)つまり，すぺての正の数タと所得分配ユ，，ツについて

W C W ^ W a y ：! W C x ')^ W (y ')
であり，しかも対称的な擬IHj関数である場合には5■ととは等しい。

I正明：Wな;対称的擬IH]関数の場合にはS * の定義におけるとしては , （仏 パ ) を と る  

ことができる。またが相似的であるならぱ 

WQ-1, …，/0  =  Ĥ (/り，1 , •••, ky-n)
ざ-， 言)ニ W O i ,  . . . ，•>’《)

となり，これより5 の定義におけるツ《は专となることがわかる。 したがって

ぺ ニ サ  -
である。 .

われわれの定義したk の逆数（ニ1一 S * ) は所得の平等度を示す指標と考えられる。 W が相似的 

である場合には，この 1/々は第四節の指標 / n O ) の条件の一つとして同次性を満たしており，

が同次的でない場合にはその条件‘を満たさないことは明らかであ，る。すなわち 1/々がその条件を满 

た す 「良いJ 指標である場合には（そのようなが採択された場合には）5 * は S に一致することにな 

り，その意味で*5 * は 5̂  (およびの自然な拡張である ‘とみなすことができるのである。

び

現庚の所得分配の問題は,，多くの複雑な側丽をもっている。.一口に平等主義といってもその内容, 
が所得の分布の形や所得の不平等度のみによって適切にま現つくされない場合のあるらとはいうま 

でもない。货金所得利潤所得の区別はもとより，同じ货金所得でも職辅によって労働の質が舆な 

るから，それらにしたがって平等な所得の分布の形が揪響をうけるととも明らかであるC また労働

•—— 8 0 ( 2 ひ( 5 ) ——
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所得分配の平等とその評価

の質が均一であるとしても提供した労傅！)の 量 （能力差） に応じてどの殺鹿の所得格差を与え， 

どの程度の満足を与えるのがよいかについてもさまざまな譲論ができよう（これに関しては，サド力 

〔20〕がーっの分析を行っている）。. さらに期間ごとの変動や不確実性の存在を考慮すれぱ，所得を一 

つの数として把えることにも無理はともなう。またホックマンニ ロ-デャース〔l l ) の問題にした個 

人間に外部経済効果が作用する場合（利他的な効用関数の場合）も考慮の外におかれている。

本稿の分析は，この意味できわめて限られた範[zaの如題についての一つの試論にすぎないといえ 

るかも知れない。しかし，所得分配の平等とは何かという素朴で根源的な問題について，そしてそ 

の計測に•ついては，この段階においてもなお多くの（外見上あるいは本質的に)異なった立場が可能 

であり，それらの関連を理解することがあらゆる所得分配の公正の譲論についての前提条件である 

という, ことが，われわれの;i i 場からの- つの弁明である。 より現ま的な仮定の下で，本稿の譲論が 

どのように発展させられるかについては，また別の機会に論ずるつもりである。
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